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操作された「記憶の半減期」
～フクシマ報道の 4 年間を考察する
Four Years of Media Coverage on Fukushima :
Manipulated “the Half-Life of Memory”
七　沢　　　潔
Kiyoshi Nanasawa
Abstract
 Four years have passed after Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant (NNP) accident, 
now people seems to lose their interests in the situation, as if they met “the half-life of memory.” A number 
of TV documentary programs featuring the accident has decreased from 166 in 2011 to 109 in 2013. This 
study examines the pressures from the authorities upon journalists which eventually lead the public 
indifference by illustrating four cases of media coverages on issues: (1) radiation contamination, (2) “voluntary 
evacuees”, (3) effects on people and (4) investigation on the accident. 
 The first case reports that three staffs were warned by NHK after participating in NHK’s 
documentary series “Collaborating to create a radioactive fallout contamination map,” and an argument 
over the series by the NHK management committee. The second case shows that “voluntary evacuees” 
from Fukushima is not much featured on TV since it is against the government’s policy. Third, this 
report analyzes a case which a group of nuclear energy scientists and technicians submitted a protest 
to Chairman of NHK regarding a TV program on low level radiation effects. Fourth, a case of Asahi 
Shimbun’s “Yoshida Transcripts,” the journalists severely criticized and the article over the transcripts has 
been retracted.  In conclusion, the author emphasize the necessity of sustainable efforts to keep society’s 
memory of Fukushima nuclear accident despite the headwind towards journalism. 
Keywords: manipulated, “Fukushima”, “the half-life of memory”, “voluntary evacuees”, low level radiation,
要　旨
　福島第一原発事故から 4 年が経ち、人々の事故への意識は「記憶の半減期」を迎えている。メディアの報
道姿勢にもそれが顕れ、2011 年度には 166 本あった原発事故関連のテレビのドキュメンタリー番組が 2013 年
度は約 3 分の 2 の 109 本に減少した。本稿では急速な意識の風化の背後にある権力による直接的、間接的「操
作」の事例を（1）放射能汚染、（2）「自主避難」、（3）人体への影響、（4）事故プロセスの検証、をテーマと
したテレビ、新聞の報道を中心に検証した。
　（1）では『ETV 特集　ネットワークでつくる放射能汚染地図』のシリーズ 6 本目放送後に 1 年 9 カ月の「空
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白」があった背景として番組スタッフが NHK から「厳重注意」となったこと、NHK 経営委員会であった番
組をめぐる議論を紹介。（2）については「自主避難」が「国の方針に背く行為」であるからか全国放送の番
組化がほとんどなされなかった事実をあげ、（3）については原子力科学者・技術者が連名で NHK 会長に送っ
た『追跡！真相ファイル　低線量被ばく　揺らぐ国際基準』（2011 年 12 月 28 日放送）への抗議の手紙を事例
に、「避難者の帰還」を目指す国の政策に批判的な報道への圧力を分析、子どもの甲状腺ガンが増えている事
実をテレビが番組化しようとしなかった背景を明かした。（4）では、「吉田調書」のスクープをした朝日新聞
の記者たちが「記事取り消し」の汚名を着せられた事例を分析、原発報道に吹く政治的な逆風とそれに負け
ない粘り強い報道が必要であることを指摘した。
キーワード： 「記憶の半減期」、「自主避難」、「低線量被ばく」、「事故プロセス」、「フクシマ」
はじめに
　福島第一原発の事故からまだ 4 カ月に満たない
2011 年 7 月、筆者は都内の大学で開かれたシン
ポジウムにゲストスピーカーとして招かれ、チェ
ルノブイリ原発事故の取材経験から「放射能の物
理的半減期に比べて、人間の記憶の半減期は短い」
と指摘した。「半減期」とは元来放射能（セシウ
ムなどの放射性物質が放射線を発する能力）の量
が半分に減るまでの時間を指すものだが、このと
き筆者はあえて人間の記憶に援用して、その二つ
の時間（半減期）のギャップが原発事故で放射能
に汚染された土地に生きる人々の将来の健康や
生命を左右するファクターになることを伝えた。
チェルノブイリでは人々の放射能への警戒が緩ん
だ事故後 3 年目あたりから、食物を通じた人体
の放射能汚染が進んだからである。以来この「記
憶の半減期」と言う含みをもつ言葉は、研究者や
ジャーナリストの間でひそかな流行となった。1）
　事故から 4 年がたついま、残念だがこのとき
の「予言」は当たったように思われる。まず人間
の記憶の半減期が短いことは、福島県以外の土地
ではすっかり証明済みになった。関東のホットス
ポットに暮らす人々や根強い関心をもつ一部の市
民を除いては、事故の記憶はセシウム 134（半減
期約 2 年。セシウム 137 は半減期 30 年）並みか、
それよりも早く半減期を迎えてしまったようだ。
とくに 2011 年秋に石原慎太郎都知事が尖閣諸島
の買い上げを公言し、やがて民主党政権下で国有
化に進んで中国との摩擦が激化して以降、日本列
島の人々の目は北の震災被災地から南の国境紛争
の海に向かった。追い打ちをかけたのが 2013 年
9 月の東京オリンピックの開催決定だ。もはや東
京の人々が福島に寄せる関心は激減し、原発事故
をテーマとする番組の視聴率が福島と東京で 2 倍
以上違うことも珍しくなくなった。2）
　テレビ番組の数はこうした事故の記憶の風化や
半減を象徴している。図 1 が示すように、「原発」、
「放射能」、「エネルギー」という 3 つのキーワー
ドでひろった NHK、民放キー局の全国放送され
たテレビのドキュメンタリー番組の数は、事故の
あった 2011 年度には 166 本あったが、翌 2012
年度は 113 本、2013 年度には 109 本と、初年度
の 3 分の 2 近くに減少している。
　内容的にも変化があったことが伺える。とくに
「放射能」というキーワードを含んだ番組の数が 3
年目には半数以下に減少したことは（91 本→ 44
本）、当初報じられた「放射能汚染」の実態にふ
れる番組や、「放射線の人体への影響」をめぐる
番組が停滞していることを感じさせる。
　他方、福島では日常会話の中で放射能や放射線
量、被ばくについて語られることは稀になった。
もちろん福島にすむ人々がそのことを忘れたわけ
ではない。とても気になりながらも、法定の年間
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被ばく限度量 1 ミリシーベルトをこえる可能性の
ある場所に隣人たちと住み続け、そこで子どもを
育てなければならない環境が、そこで流布される
官製、非官製の言説が、彼／彼女に寡黙であるこ
とを強いているのである。最も気になる事柄が語
られない中で、事故の記憶が、放射能がそばにあ
ることの記憶の輪郭が、次第にあいまいになった
ことは否めない。もともと当たらず障らずになり
がちな放送番組の数は自ずと減少した。事故原因
など原発のサイトでの出来事を検証する番組にな
るとさらに少ない。
　アジア太平洋戦争終結（1945 年）、沖縄返還
（1972 年）、ベルリンの壁崩壊（1989 年）のよう
に、どんな社会的大事件でも、年月が経てば報道
量は減少する。これは消費財としてのニュースの
価値が時間と共に暫減することは止められないか
らである。
　だが原発事故の記憶の風化や半減の場合は、必
ずしもその情報やイメージ、焼きついたメッセー
ジそのものの「記憶の半減期」や「賞味期限」だ
けに拠るのでなく、その問題が孕んでいる政治的、
経済的、科学的困難さの中で行われる何らかの「操
作」の結果でもあることに自覚的でなければなら
ない。そこに権力が直接的に、間接的に、あるい
は意識的に、無意識的に関わっている。すでに指
摘した放射能汚染や健康調査をめぐる問題のみな
らず、住民の避難や除染や帰還をめぐる決定、事
故処理の問題 ･･･ 政策によって住民間の利益が相
反し、つながりが分断される「操作」もあれば、
メディアコントロールという形の「操作」もある
かも知れない。
　後で詳述するが、筆者は「権力」によるメディ
アコントロールは、福島の事故から 1 年もたたな
い 2012 年 1 月頃から世論のモードチェンジが企
画され、その約 3 年後の 2014 年の暮れをもって
完成域に入ったと推測している。3）そしてそのプ
ロセスを可能な限りトレースし、考察を行うこと
が言論と報道の自由を守る立場から必要とされて
いると感じる。
　本稿では福島原発事故後の、社会的コンフリク
ト（摩擦）を孕んだ 4 つのテーマ
（1）放射能汚染
（2）避難（「自主避難」）
（3）人体への影響
（4）事故プロセスの検証
についてメディアはどのような報道を行い、そこ
図 1　原発、放射能、エネルギーをキーワードとする番組数
原由美子「震災後 3 年間テレビ番組で何が伝えられたか」（NHK 放送文化研究所『年報 2015』）のデータから作成
＊ 合計は重複を省いて計算した
 
原発 放射能 エネルギー 合計＊
2011年4月～2012年3月 139 91 15 166
2012年4月～2013年3月 89 55 7 113
2013年4月～2014年3月 82 44 6 109
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に何らかの操作によって事実の隠ぺいや「記憶の
半減期」の短縮が図られた痕跡はあるのか否か、
テレビ、新聞の報道を中心に個別事例を通じて検
証する。
　因みに「福島報道」ではなく「フクシマ報道」
としたのは、「広島」でなく「ヒロシマ」と表し
て単なる日本の一地域ではなく、人類初の被ばく
体験をした街として世界に記憶を共有される「聖
地」あるいは「遺産」であることを願う広島市民
の想いに影響を受けている。
1．放射能汚染の実態を伝える
　チェルノブイリ事故以来の原発事故の取材経
験をもつ筆者は福島原発事故発生から 3 日後に
ETV 特集取材チームに招聘された。その頃日本
列島ではすでにネットでは原発事故に関する様々
な情報が飛び交っていたが、テレビや新聞は政府
や東電の発表を伝えるだけで現地で何が起きて
いるかの具体的な情報をあまり伝えない硬直的な
報道を続けていた。現場で起こっていることを可
視化して伝える―テレビ報道の原点に立ち返ろう
と、ETV 特集取材班は放射線衛生学の専門家と
ともに福島に向かい、測定器で空間線量を計り、
土壌や植物をサンプリングして放射能汚染の実態
を調査して番組化した。『ネットワークでつくる
放射能汚染地図』と題して事故から 2 か月後に放
送したその番組は教育テレビの土曜の夜 10 時 4）
という時間帯にも関わらず視聴者から熱烈な支
持を受け、アンコール放送は 1 年で 4 回を数え、
NHK オンデマンドにもアップされた。そして、
一時は「大本営発表」と批判されたテレビや新聞、
雑誌が、潮目が変わったかのように「実のある」
ニュースや番組を量産するようになり、日本列島
に一時的ではあるが “ 異次元状況 ” が生まれた。
その頃の様子を筆者は次のように書いている。
　しばらくしてようやく、この国は丸ごと放
射能汚染地帯＝「ゾーン」に入ってしまった、
という事実に気がついた。そこでは汚染レベ
ルの程度差は問題ではなかった。少なくとも
東日本ではすでに、特に子をもつ人々の意識
の中で放射能汚染の境目は焼失し、「あちら」
も「こちら」もなくなっているのだ。（西日
本ではまだ気づかれてないようだ）。雑誌を
開けば、テレビをつければ、放射能汚染の話
題で持ちきりだ。電車に乗れば、誰かが「ミ
リシーベルト」だの「もうじきベントがある」
だの、3 カ月前までは誰も知らなかったよう
な専門用語を使っている。普通の人々の意識
もまた、「ゾーン」仕様にチェンジして、も
はや 3.11 前の世界には後戻りできない雰囲
気である。
　拙稿「『放射能汚染地図』から始まる未来～ポスト・
フクシマ取材記」（『世界』2011 年 8 月号）から
　筆者自身、事故後知りたい情報を知らされな
かった人々が、自らの手で情報を集め、伝達しあ
う新しい社会のモードが姿を見せ始めたことに興
奮していたことを思い出す。
　だがここに書いた「後戻りできない雰囲気」は
その後見事に四散した感がある。当時の高揚はい
ずこやら、いまや日本はすっかり 3.11 前に後戻
りしたかのような有様である。事故後、原発推進
行政から「独立」した原子力規制委員会ができ、
活断層の調査を厳密に行うなど一時は期待がもた
れたが、その後の人事で骨抜きになり、この 2 年
間、54 機すべてが停止していた原発も、新規制
基準の適合性検査に合格した川内原発を皮切りに
再稼働が始まろうとしている。（それでも世論調
査では 50％を超える人がそれに反対し、週末に
なると、どこかで原発反対デモが行われる事実は、
人々が未曾有の事故を忘れ去ってはいないことを
示しているのだが ･･･）
　『ネットワークでつくる放射能汚染地図』はこ
の間シリーズ化して全部で 7 本の番組を制作、放
送してきた。2011 年 6 月の第 2 弾は取材班の土
壌のサンプリング調査により東電敷地外でプルト
ニウムが発見された事実を伝え、8 月の第 3 弾で
は二本松市を舞台に食べ物などを通じて迫る放射
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能の影響から子どもたちを守る地元自治体の測
定活動や除染実験などを伝えた。11 月の第 4 回
は「海のホットスポットを追う」と題して、原発
から海に放出された放射能が流されて茨城や千葉
の沿岸の海底にたまり、底魚を中心に魚介類の放
射能汚染を招いている実態を伝えた。翌 2012 年
3 月に放送された第 5 回「埋もれた初期被ばくを
追え」では、チェルノブイリでも深刻化した子ど
もの甲状腺ガンの原因を特定する上で欠かせない
事故直後の放射性ヨウ素（I-131）などによる被
ばく線量がきちんと測られていなかった現実を出
発点に、政府からの情報提供がない中、事故で放
出された放射性物質のプルームの流れる先に住民
を避難誘導してしまった浪江町の苦悩とそこで始
まった甲状腺被ばくの線量評価の試みなどを紹介
した。2012 年 6 月の第 6 回では福島を縦断する
阿武隈川、福島から新潟を通り日本海にそそぐ阿
賀野川流域で 500 点もの土壌サンプルを採って
測定、川を通じて移動し、新たなホットスポット
を形成する放射能の動きを追った。
　ここまでは、放射能の動きを追う科学的な調査
と、現地の人々の不安の中の暮らしが織りなされ
る独自の文体の番組が、入れ替わり立ち替わり多
くのディレクターたちの手で連作されていた。だ
がここから 2014 年 3 月に 7 本目として『ネット
ワークでつくる放射能汚染地図～福島原発事故か
ら 3 年』という、第 1 回番組の取材地で空間の放
射線量や土壌の放射能濃度の再調査を行ない、当
時出会った人たちのその後を追った番組を放送す
るまで、実に 1 年 9 カ月の間、1 本の番組も放送
されない「長い空白」が生じた。
　その理由は定かではない。ETV 特集では 2011
年 4 月からの 2 年間に 24 本の福島原発事故関連
の番組が放送され『ネットワークでつくる放射能
汚染地図』が受賞した文化庁芸術祭大賞や日本
ジャーナリスト会議大賞をはじめ、内外のコン
クールで 17 もの賞を受賞している。だが 2011
年度 13 本、2012 年度 11 本あった原発関連番組
数が 2013 年度は 3 本に激減しており、ひょっと
するとこの間に制作者たち自身が「記憶の半減期」
に入っていたのかも知れない。5）しかし、それが
「操作」された記憶の半減期であった可能性もあ
るので、確認できる事実だけでも記しておくこと
にする。
　番組が「失速」するまでに起こった最初の出来
事は、番組プロデューサーと筆者が 2012 年 4 月
に「厳重注意」を受け、取材をともにしたチーフ・
ディレクターが「注意」されたことである。理由
は取材の舞台裏を綴った番組スタッフの共同著作
『ホットスポット』（講談社 2012）に筆者が書い
た記述が「上司を批判して傷つけ、日本放送協会
の名誉を毀損した」こと、そして 1 年前の取材で
「上司に無断で立ち入り禁止地域に入った」6）こ
とであった。
　もう一つの確認できる事実は、NHK の最高意
思決定機関、経営委員会の公開された議事録にあ
る。2011 年 6 月 28 日の議事録を読むとその約 1
か月前に放送された第 1 回の『ネットワークでつ
くる放射能汚染地図』が話題になったことがわか
る。
　（参考 http://www.nhk.or.jp/keiei-iinkai/giji/ 
g1146.html）
　その日の経営委員会の席上、視聴者対応担当の
理事がインターネット上でこの番組の話題が広が
り、子育て世代の女性を中心に多くの反響が寄
せられていることを紹介、国際日本文化研究セン
ター教授の経営委員長代行が、原発事故の放射能
汚染は国民の関心事なので「政治を変えていく」
くらいのインパクトをもつ番組を作っていただき
たいと要望した。すると JR 九州会長の経営委員
が「日本の原発 54 機が全部止まってしまうと、
エネルギーの大危機がくる。これについてはどう
いう番組を作っておられるのか」と発言、鉄鋼業
界出身で後に東電会長となる経営委員長も「国際
放送で、稼働している原発の停止について、日本
はどう考えているかを国際的なスタンダードで世
論をリードできるような、政治家や科学者の座談
会のような番組をつくってもらえれば」と述べた。
　さすがにこのときは記者出身の理事が「（放送
法に照らして）個別の番組、放送内容について経
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営委員の方々から注文を受けるというのはいかが
なものか」と窘めているが、その直後「それは別
にしてどのようなものが出せるか検討したい」と
付け足した。福島原発事故から 3 カ月しかたって
いない時点で、NHK の経営委員会で「原発の停
止」が問題視され、それに対して「世論をリード
する」ような番組が要望されていた。さらにその
後 2012 年暮れの選挙をへて「原発再稼働」を明
言する自民党・安倍政権が誕生し、首相に近いと
される 4 人の経営委員と記者会見で「政府が右と
言ってることを左と言うわけにもいかない」と発
言した会長 7）が就任したことは記憶に新しい。
　ところで『ネットワークでつくる放射能汚染地
図』にできた空白の 1 年 9 カ月で失われたもの
は何か。第一に関東の汚染状況に手がつけられな
かったことがあげられる。群馬や栃木の山間部に
ある汚染地域で何が起きているのか、環境は、食
べ物は、子どもたちの生活はどうなっているのか。
利根川の流域の茨城南部、千葉、埼玉にまたがる
ようにできたホットスポットでは事故後、市民が
自主測定を行い、行政に除染するよう働きかける
など対策を求める声があがっていた。その実情を
伝えることができず、結果的に事故の影響は福島
県内に限定されているかのような印象作りに加担
してしまった。さらに後述する 4 万人ともいわれ
る「自主避難者」たちの抱える深刻な問題、福島
県による甲状腺調査など原発事故の被災者にとっ
て切実な問題に取り組むことができなかった。
2．「自主避難」を伝える
　テレビのフクシマ報道の中で、避難指示地域か
ら避難した家族や個人はしばしば取り上げられる
が、福島市や郡山市など避難指示の出ていない
地域から県内、県外への「自主避難者」が取り上
げられることは少ない。前述の全国放送された
NHK、民放キー局の原発関連番組の中で、「自主
避難者」が登場する番組は数本にすぎない。
　その理由を考えると第一に「自主避難者」は国
が避難は必要ないとする地域から自分の判断で避
難をしているため、国の方針に従わない人々、「非
国民」とさえ呼ばれる立場にあることである。そ
れでも事故直後、多くの人が国の情報開示に不信
感や不満を抱いていた時期にはシンパシーをもた
れたが、やがて地元に残った肉親や隣人たちとの
間にも溝が生じ、わだかまりが生まれた。筆者も
沖縄や東京で会った「自主避難者」からそのこと
で心に負った傷、孤立感を打ち明けられたこと
や、逆に福島市内の居酒屋で「自主避難者」を露
骨に「裏切り者」とよぶ老人に出会ったこともあ
る。そのような立場の「自主避難者」を取り上げ
ることは地元に潜在する微妙な感情を逆なでしか
ねず、それにより番組に協力した「自主避難者」
たちをさらに立場悪く追い込んでしまうリスクも
抱えることになる。
　そして第二に、「除染して避難者の故郷への帰
還」を進めたい国にとって、福島に住むことの不
安を煽る目障りな報道と見えるのではないか、と
テレビ局側が「忖度」するからである。
　しかし 4 万人におよぶと言われる「自主避難者」
の問題は実は根深く、奥深い。
　福島原発事故後、国は一般人の年間被ばく限度
1 ミリシーベルトの 20 倍の 20 ミリシーベルト以
上を避難基準とした。これは ICRP（国際放射線
防護委員会）のガイドラインが示す緊急時の年間
限度量 20 ～ 100 ミリシーベルトの下限をとった
数字だが、法に定められた基準が突然に引き上げ
られ、しかも子どもや妊婦の立ち入りが制限され
る病院や研究機関の放射線管理区域の基準（3 カ
月で 1.3 ミリシーベルト）よりはるかに高い値に
納得できない住民は少なくなかった。そしてこの
基準値引き上げ自体が「放射線の人体への影響は
未解明」のメッセージとなり、避難者たちに帰還
をためらわせることになったとも言われる。
　経済的な問題も重要である。一人当たり毎月
10 万円の慰謝料や休業補償が東電から支払われ
る避難指示地域からの避難者と違い、「自主避難
者」は例外を除くと一人に 8 万円ほどの一時金し
か支払われていない。8） 災害対策基本法により避
難先の自治体から住居費が支払われてきたがその
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打ち切り期限が迫っている。夫を福島に残し、母
子のみで避難を続ける家族も多く、二重の家計に
ひっ迫する姿は痛々しい。
　事故後 3 年の 2014 年 3 月 8 日に放送された
『NHK スペシャル　避難者 13 万人の選択～福島
　原発事故から 3 年～』は、避難指示地域の編
成が変わり、一部が避難指示解除になることを
期して制作された。そこでは田村市都路地区の避
難指示が解除になるが、放射線の子どもへの影響
が心配で帰還しない家族などが紹介される。そし
て指示解除後は彼らは慰謝料が支払われない「自
主避難者」になることが示される。避難者に忍び
寄る貧困と疲弊を予想するかのように、妻子が山
形市に「自主避難」した家族が登場する。平日を
過ごす福島市から毎週末山形に車で通う夫には疲
労がたまり、心身が擦り切れそうだ。この番組は
NHK が「自主避難」の問題と向き合い、全国放
送したほぼ初めての番組だった。放送後担当ディ
レクターのもとに多くの感想が寄せられたが、そ
の中に「なんで 3 年もかかったんだ。遅すぎる」
という声があったという。
　一方「自主避難者」も原発事故被災者として救
済しようという法律が 2012 年 6 月に超党派の議
員たちの努力で成立した。「福島原発事故・子ど
も被災者生活支援法」9）と呼ばれるこの法律は、
チェルノブイリ原発事故の 5 年後にウクライナ、
ベラルーシ、ロシアの 3 国でできた通称「チェル
ノブイリ法」10）を手本とし、自主的に避難した
人も、地元に残った人々も、ともに原発事故の被
災者として健康診断や医療などの健康面で、住宅
費などの生活面で国の支援を受けられることを本
旨としていた。「理念法」とされ、成立時には基
準となる線量や被災者が受ける具体的な援助内容
は記されておらず、1 年後に国が「指針」を出し
て具体策を示すとされていた。ところが 1 年以上
たってから示された「指針」は県内 33 市町村を「支
援対象地域」とは定めたものの、線量の特定がな
されず、チェルノブイリ法と同じ「年間 1 ミリシー
ベルト以上」の地域設定を求めた市民団体などは
失望した。そして最も関心の高い健康調査につい
ても福島県外での実施は盛りこまれず、関東など
県外の汚染地域の住民や「自主避難者」たちには
冷淡な結果となった。
　民主党から自民党への政権交代があったとはい
え、いやしくも立法された法律が実質的に宙に浮
く事態は由々しく、NHK では ETV 特集などが
番組化を構想したが、結局「チェルノブイリ法」
を詳細に紹介する番組を放送するに留まってい
る。11）この問題はいまだ未解決で、テレビを通じ
て国民に問題の所在が十分に伝えられないため、
「記憶の半減」どころか「意識化以前」である。だ
が新聞では毎日新聞の日野行介記者らが綿密な取
材を続け、「子ども被災者生活支援法」が政治家
や官僚の思惑で換骨奪胎されていく過程を、政策
担当者たちの腐敗ぶりも交えて検証している。12）
　事故から時間がたつにつれ、一時青息吐息だっ
た国の側の立ち直りが進むと、様々な内的、外的
「操作」によりテレビのジャーナリストたちの活
動は難航し、国家権力の誤りを正す姿勢や覚悟に
おいて、少数ではあるが新聞記者の存在が優って
見えはじめている。
3．人体への影響を探り、不安に寄り添う
　原発事故で大気中に放出された放射性物質は雲
に乗り風に運ばれ、雨や雪にのって地上に落ちて
大地や森林など環境を汚染する。植物にははじめ
表面に付着し、その後は土壌から移行して入り込
み、汚染を招く。動物はその汚染された生物を食
することで体内が汚染される。こうした放射能汚
染の動きを追う番組は、よほどの事実の間違いが
ない限り、それほど神経質な批判や告発を受けな
かった。正しく測定され表示される放射線量は否
定のしようのない事実であるからだ。
　だがテーマが、その放射線による被ばくが人体
にもたらす影響に及ぶと、メディアの報道にはそ
れまでとは違うバイアス（圧力）がかけられる。
29 年前に起きたチェルノブイリ原発事故でも各
国で報道内容がその国の保健行政に関わる放射線
影響学などの専門家たちによって批判されたり、
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否定されている。福島でもそれは起こった。
　その原因の一つとして、放射線による被ばくが
人体にもたらす影響を評価するには被ばく線量の
特定が必要だが、そのために様々な計算が必要に
なることがあげられる。まず被ばくは環境中の放
射線を身体の外側から直接受ける外部被ばくと、
呼吸や食物摂取で体内に取り込んだ放射性物質が
発する放射線による内部被ばくに分かれるが、滞
在した場所の放射線量率に時間を乗じることを総
計して得られる外部被ばく線量と違い、内部被ば
くの場合、被ばく線量を割り出すのに特定の算出
式や係数が用いられる。その妥当性をめぐり専門
家の間で論争がある。また被ばく線量が特定でき
ても、発ガンリスクなど、低レベルの放射線によ
る被ばくの影響の評価は、科学者の間で大きな隔
たりがある。そんな中で、国は市民生活を規定す
る放射線防護の基準を決定し、それによる秩序を
維持する責任をもつことになる。それは自ずとそ
のバックボーンをなす科学者たちを決めアドバイ
ザーとして重用することにつながる。アドバイ
ザーとなった科学者たちは国に成り替わり、秩序
を保とうと異説を排除することになる。広く市民
に影響力をもつメディアが彼らの監視対象になる
のはそのためである。
＜NHK会長への手紙＞
　2012 年 1 月、NHK の松本正之会長（当時）
あてに一通の手紙が届いた。エネルギー戦略研
究会会長など 3 名を代表とし、三菱重工、日立
製作所、東芝など原子炉メーカーや電力会社の
OB、日本原子力学会員など科学者、技術者 112
名が賛同者として名を連ねるこの手紙の冒頭に
は、「NHK 総合テレビ　追跡！真相ファイル番
組（2011 年 12 月 28 日放映）『低線量被ばく　
揺らぐ国際基準』への抗議と要望について」と書
かれていた。
　前年の暮れに放送された当該番組は福島原発事
故後市民の関心の高い低線量被ばくの人体への影
響について、被ばく限度量の基準づくりなどで
影響力をもつ ICRP（国際放射線防護委員会）は
「低線量被ばくのリスクを過小評価している」と
し、加えてチェルノブイリ事故後のスウェーデン
でガンが多発し、アメリカの原発周辺で脳腫瘍と
白血病が増えていることを伝える内容であった。
手紙の差出人たちは、番組が ICRP を批判する根
拠となった ICRP 事務局のインタビューは「低
線量被ばくのリスクを半分にしていることが妥当
なのか議論している」と日本語吹き替えされてい
るが、実際に使われた英語「DDREF」は線量・
線量率効果係数のことであり、番組の訳「低線量
被ばくのリスク」とは意味が異なると指摘してい
る。DDREF は線量（時間積算値）が同じでも、
線量率（単位時間当たりの線量）が違うと「放射
線の生物影響」が異なることから用いる係数で、
原爆のような 1 度に大量被ばくしたケースでの線
量評価を、総被ばく線量は同じだが長期間原発で
働く労働者や放射能汚染された土地で長年にわた
り被ばくした人たちの影響評価にあてはめる時の
補正に使われるという。事務局でインタビューを
受けた人は、「ICRP が 1977 年から 2 のまま据
え置いているその係数が国際的に議論になってい
る」と述べたのに、番組は「低線量被ばくの影響
が半分に過小評価されている」と伝える意図的な
間違いを犯した、というのである。訴えは、番組
後半のスウェーデンやアメリカのケースの報道の
信憑性にも及んだが、中核はこの DDREF とい
う言葉の「翻訳における意味のすり替え」批判で
あった。そして「最後に」として「今回の NHK
報道はわが国における汚染地域の放射線防護の基
盤を根底から覆す惧れのあるものであり、そのこ
とは、環境修復や避難民（ママ）帰還のハードル
を著しく高めることになり ･･･（中略）･･･ 結果
として年間放射線量が 20mSv 未満の区域に今な
お住み続けておられたり、あるいは除染が済んで
20mSV 未満の避難指示解除区域になったら避難
先から帰ろうと考えておられる福島県の住民自身
を一層不安に陥れ、復帰を断念させることを大変
危惧します」と書かれていた。
　福島県の住民の名を借りているが、「除染と避
難者の帰還」による問題解決を目指す国の政策に
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反する報道でけしからん、「国益を損ねている」
とでもいわんばかりの恫喝に見える。
　これに対し NHK は手紙の差出人たちと直接
会って「意見交換」をしたが、納得されず、差出
人たちは 5 月には丹羽太貫・京都大学名誉教授（当
時）を筆頭にした 8 人の ICRP 日本人委員の連名
で BPO（放送倫理・番組向上機構）に提訴した。
今度の文面では NHK の番組が ICRP の名誉を傷
つけたことが問題視されていた。
　BPO はこの提訴について審議入りをせず、却
下した。従ってこの問題はそれ以上進展しなかっ
た。しかし遠からずの立場で見ていた目からする
と、この件が現場の制作者たちに少なからぬ動揺
をもたらしたのは確かである。成り行きが編集室
などで噂になる機会は多かった。
　あえて私見を述べるならば、もちろん正確さを
欠く紹介の仕方には問題があり、より表現を工夫
すべきであったが、作家・室井佑月がサポーター
をつとめる夜 10 時からの 30 分番組で、放射線
の影響に関心の深い子育て世代の女性たちにも
理解してほしいとわかりやすい言葉に翻訳した
ことが攻撃対象になったことに後味悪さが残る。
DDREF を 35 年近く「2」に据え置いてきたこ
とは、ドイツはじめ諸外国がそれより低い値に変
更する中で、結果としては長期にわたる低線量被
ばくの影響を相対的に低く見積もることにつなが
る。それを簡略化して述べることは厳密な科学の
言葉としては間違いかも知れないが、限られた時
間の中で一般人も共有できる、煎じつめたところ
の大きな意味合いにおいて間違いではないのでは
ないか、そんな思いで見守っていた。
　それ以上に不気味なのは、2012 年 1 月に連名
状を NHK 会長に送った 112 名のいわゆる「原
子力ムラ」の人々の名前に見覚えのある名前が多
かったこと。彼らは過去のさまざまな原発番組の
たびにまるで誰かに動員されたかのように連名の
手紙やメールを番組担当者に送りつけてきた「常
習者」たちである。あくまで推測だが、「社会に
影響をもつメディアの科学的誤謬を正す」という
当人たちの思いとは別に原発事故の年が明けた新
年を期してこのアクションを企画した人間がい
て、原発事故を報じ続けるメディアに反撃の狼煙
を上げようとしたようにも思われる。
＜健康調査をめぐる確執＞
　こうしたメディアへの「圧力」をよそに、福島
原発事故による被ばくの影響を心配する声は県
内、県外で高まっていった。それは前項でのべた
放射線防護や放射線医学の専門家たちの説得にも
関わらず静まらない。逆に権威を嵩にきた上から
目線の言説への反発でさらに増幅されていた。そ
の象徴は長崎大学から福島に出向き、福島県立医
科大学の副学長、および福島県のアドバイザーに
就任した山下俊一教授であった。甲状腺の専門医
でチェルノブイリ原発事故の被災地で長年調査研
究に携わった山下教授は、事故直後から福島各地
で講演し、「100mSv 以下の被ばくでは健康に影
響は出ない」など県民を安心させるような言説を
繰り返し、最初は受け入れる住民も多かったが市
民が放射線の知識を持ち始めると、次第に子ども
をもつ親を中心に「信用できない」「国に頼まれ
ているのでは」「我々をモルモットにして研究デー
タが欲しいだけ」などの声が広がっていった。
　被ばくの影響を心配する県民の声にこたえるべ
く 2011 年 6 月、福島県が県民健康管理調査を開
始し、その実行主体を福島県立医大が担うが、そ
の調査結果を客観的に検討する第三者委員会の座
長に医大の副学長でもある山下俊一教授が就任し
たため、検討委員会の中立性に疑問が投げかけら
れた。当初非公開だった検討委員会は次第に一般
公開されるようになったが、前節でも紹介した毎
日新聞の日野行介記者が公開の検討会に並行して
秘密会が開かれ、情報公開に関して事前のすり合
わせ、根回しをしていた事実を暴露すると、一層
信頼を失うことになった。調査はまず住民の事故
後の外部被ばく線量を推計するためのアンケー
ト（基本調査）で始まったが、県民の反応は鈍く、
回答率は 20％を切った。（2014 年 10 月末現在で
26.9％）
　やがて 2011 年 10 月、もっとも心配される甲
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状腺ガンの検査が事故当時 18 歳以下だった住民
を対象に始まった。検査は避難指示地域の大熊町、
双葉町、浪江町などの 13 市町村、福島市、二本
松市、郡山市など中通りの 12 市町村、いわき市
や須賀川市、会津などの 34 市町村の順番で行わ
れ、2014 年 12 月 31 日現在、298,577 人が受診（受
診率 81.2％）し、判定結果のでた子どものうち
48.5％から「嚢胞」「結節」などが見つかり、86
人からガンが発見された。13）だが福島県はこれを
「放射線の影響ではない」としており、それに対
して疫学の専門家はじめ福島県内、県外で疑問の
声があがっている。当事者でなくとも気になって
しかたない問題が顕在化しているにも関わらず、
テレビのこの問題への反応は鈍かった。NHK は
2014 年の暮れまでは全国放送で正面から取り上
げてこなかった。14） 健闘が光るのはテレビ朝日、
『報道ステーション』が事故から 3 周年の 2014
年 3 月 11 日に放送した特集「わが子が甲状腺が
んに ･･･ 原発事故との関係は」であった。甲状腺
ガンにかかり手術をした当事者や肉親の姿が映ら
ないのは可視化が求められるテレビにとって痛い
が、差別される怖れや周囲の目が気になる福島の
現実がそうさせていると考えるべきだろう。この
番組の優れた点は福島県や環境省が「原発事故後
の放射線被ばくによるものではない」とする論拠
をつぶしていった点にあった。たとえば「チェル
ノブイリでは事故から 4 年後から甲状腺ガンが
増加している」という論拠に対しては現地の医療
機関に出向いて、「事故直後は医療機器が不足し、
甲状腺を発見するのに触診に頼っていたが、4 年
目から外国の援助で超音波診断器が配備され、ガ
ンの発見が進んだ」とする証言を撮ってきた。ガ
ンの発生はそれ以前から進んでいた可能性がある
ことを指摘したのである。何でもチェルノブイリ
を持ち出して反論に蓋をしようとする医療権威主
義に疑問を投げかける、好リポートだった。
　しかしこの問題を継続的にしっかりと報じて
きたのはむしろ中小メディアやフリーランスの
ジャーナリストたちである。インターネットでド
キュメンタリーなど動画を配信する OurPlanet 
TV は、この福島県県民健康調査検討委員会の模
様を毎回撮影して HP にアップ、環境省主催の「住
民の健康管理に関する専門家会議」もふくめ、テ
レビが報じない地味だが重要な会議に誰でもアク
セスできるようにしている。また代表の白石草は
被ばくの影響が顕在化したウクライナに出向き、
学校や家庭で子どもたちを守るためにどのような
健康プログラムが行われ、国からどのような支援
が行われているかタイムリーにリポートしてい
る。15） 知りたい情報をオンデマンドでとることが
できる OurPlanetTV はマスメディアの報道に物
足りなさを感じる市民たちにとって、いまや重要
なメディアになっている。
　自主映画も敏感である。日本在住 13 年のアメ
リカ人イアン・トーマス・アッシュは事故から
11 日後から福島の伊達市や南相馬市に入り、放
射能汚染におびえながらそこに住み続ける子ども
たちや母親たちの毎日を小型のビデオカメラで撮
影した。アッシュの映画『A2-B-C』はすでに国
内でも海外でも公開された。映画に登場する、我
が子の通う学校周辺のホットスポットを調べ、県
の甲状腺検査の結果にも不安を隠せない母親たち
の姿はテレビが描かない汚染地域の日常を映し出
しており、テレビ制作者の端くれとして、見てい
て恥ずかしく思った。
4．事故プロセスを検証する
　ここまでは、報道の対象は「事故により放出さ
れた放射能のもたらす被害」、つまり事故の結果
に関するものであったが、「そもそも何故事故が
起こったのか」、「事故はどのような経過をたどっ
たのか」あるいは「事故処理はどのように行われ
たか」については、情報源、取材対象が東京電力
や関連企業、当時の官僚や政府関係者などに限ら
れるため、取材は一段と困難さを増す。
　テレビでこの課題に応えているのは NHK スペ
シャルの『メルトダウン』シリーズだ。
　2011 年 12 月 8 日に最初の番組『シリーズ原
発危機　メルトダウン～福島第一原発事故あのと
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き何が』では、独自取材で様々なデータを入手し、
津波がどのように発電所を襲ったか、核燃料のメ
ルトダウンはどのように進んだかを CG などで再
現、さらに中央制御室のセットをつくり、電源を
喪失し照明がない暗がりで、通信機器が壊れ情報
連絡が出来ずに苦闘する作業員たちの姿をドラマ
で再現した。
　その後、2012 年 7 月 31 日に『メルトダウン
Ⅱ　連鎖の真相』を放送、ベント弁が開けられず
に原子炉圧力を下げられず、注水が遅れて炉心溶
融を招いた失敗の連鎖を検証、2013 年 3 月 10
日には政府事故調査委員会の報告書発表に合わせ
て『メルトダウンⅢ　原子炉 “ 冷却 ” の死角』で
1 号機の非常用復水器が停止して最初のメルトダ
ウンが始まった背景を追求、『メルトダウンⅣ　
放射能 “ 大量放出 ” の真相』（2014 年 3 月 16 日）
では無線ボートを使った科学者たちの実験などに
より原子炉格納容器からの放射能放出のルートや
メカニズムを解明し、『メルトダウンⅤ　知られ
ざる大量放出』（2014 年 12 月 21 日）では政府
事故調の報告にはない、3 月 15 日以降に起こり、
関東に汚染をもたらした放射能大量放出の実態に
迫った。16）
　報道局科学文化部を中心に NHK が「総力」を
あげたシリーズは依然として未解明の巨大事故の
真相に一歩ずつにじり寄る迫力がある。ただし、
東電の情報公開も政府事故調の報告も中途半端に
している 3 月 15 日早朝に 2 号機であった「東日
本が壊滅する」（後述する「吉田調書」中で使わ
れる言葉）ような危機の真相など、事故の核心に
触れる報道はまだこれからのようである。
＜公開された『東電テレビ会議』の映像＞
　地震のあとの津波で全電源が喪失した後、1 号
機、3 号機、2 号機と次々と冷却不能となって炉
心溶融が起こり、水素爆発が起こって迷走してい
く福島第一原発。事故を収束させるべく免震重要
棟の対策本部に陣取って奮闘する吉田昌郎所長以
下現地スタッフと東京の東電本店の幹部たち、と
きどき響く首相官邸からの指示 ･･･ 事故に直面
し、異様な緊張と焦燥に支配された人々の赤裸々
な姿が映像と音声で浮かび上がるのが映画『報道
ドキュメント　東電テレビ会議』である。東電が
東京の本店、福島第一原発、福島第二原発、柏崎
刈羽原発、大熊町にある福島オフサイトセンター
を結んで行ったテレビ会議の録画映像で、東電が
公開した映像の中で音声のある事故後の 3 月 12
日 22 時 59 分から 3 月 15 日 0 時 6 分までの 49
時間分をもとにつくられた。映画は OurPlanet 
TV の手で東京都内や新潟などで自主上映され、
観客に強烈なインパクトを与えた。この映像は東
電が 2012 年 10 月以降に公開した 800 時間をこ
えるビデオ映像の一部で、公開されたビデオ映像
は事故プロセスを検証する重要な証拠として政府
事故調査委員会や国会事故調査委員会でも用いら
れた。
　筆者が取材したチェルノブイリ原発事故（1986
年）や東海村臨界事故（1999 年）では刑事訴追
をめざす警察や検察の強制捜査が行われ、多くの
証拠物件が集められた。東海村の場合、2 年にわ
たる刑事裁判の後にそれらが公開され、事故直後
に行われた政府の事故調査ではわからなかった事
故の細部、事故の背景を明らかにできた。17）福島
原発事故ではまだ東電への強制捜査も刑事訴追も
行われていない。だが事故処理当事者の表情と肉
声が刻まれた「テレビ会議映像」という前の二つ
の事故の時にはなかった第一級の資料が、ジャー
ナリストたちの粘り強い交渉の末に公開された。
それはコックピット内の会話を記録したボイスレ
コーダーが航空機事故の原因究明の有力な証拠物
件であるように、原発事故の解析に極めて有効な
一次資料であった。その交渉の中心にいたのが動
画投稿サイト「ニコニコ動画」の政治担当部長・
七尾功 18）と朝日新聞の記者・木村英昭 19）である。
木村が同僚でデスクの宮﨑知己 20）と共に編んだ
『福島原発事故　東電テレビ会議 49 時間の記録』
（岩波書店 2013）によると、事故後すぐに存在が
知られた「テレビ会議映像」は 2011 年 5 月には
じめて公開を求められたが東電は応じず、1 年後
の 2012 年 6 月の定例記者会見で木村や七尾が公
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開を求めて押し問答しても渋っていたという。転
機は 6 月末、東電株主訴訟の代表団がこのビデオ
映像の証拠保全請求を東京地裁に申し立てたこと
だった。朝日新聞がそれを報じると翌日の東電記
者会見では報道陣から公開を求める声が殺到、や
がて経済産業大臣だった枝野幸男が朝日の単独イ
ンタビューに「従来、私は出せといっていた。出
さない意味がわからない」と答え、国会でも取り
上げられたため、ついに東電は公開に動いたのだ
という。ただし東電は社員のプライバシー保護を
理由に「ピー音」やモザイクをかけた。また公開
も当初は報道陣に限ろうとしたが、木村たちがこ
れを押し返して全部の映像ではないが一般人にも
視聴できるようになった。
　木村は前掲書でこの仕事に取り組んだ動機とし
て、まずこの頃に調査の期限が迫っていた政府事
故調、国会事故調の調査内容に不満だったことを
上げている。具体的には木村は前年から追ってい
た 2011 年 3 月 15 日早朝、福島第一原発 2 号機
で格納容器の爆発が懸念され、多くの所員が原発
から「撤退」していた事実に事故調が迫ろうとし
ないことに失望していた。木村の主張するこの事
実はその頃、それを証言する菅直人元首相などと、
「全員は撤退していない」と否定する東電の間で
水掛け論になっていた。そこに切り込もうとしな
い二つの事故調は「触らぬ神に ･･･」の及び腰に
見えた。そこで木村はこう見得を切っている。
「事故調は事故調でおやりになればいい。私
たちは私たちの手でこの事故の検証を進め
る」
　この突破精神が次項で語る新たな報道と「事
件」につながるのだが、次の木村の主張に筆者は
ジャーナリズムの新しい姿を感じる。
「これ（東電テレビ会議映像）を入手し、万
人の目に晒すことで、見落とされたものが判
明するだろう。私たちが身を置く朝日新聞社
だけではなく、他の報道機関やフリーランス
もこれを利用して、検証報道すればいい。何
よりも事故に関心を寄せる数多の市民の目が
入ることで、私たち報道機関の人間も気づか
なかったことが判明する。」
　「特ダネ主義」という会社ジャーナリズムの陥
りやすいタコ壺に甘んじるのではなく、広く他メ
ディアや市民に開くことでそこから生まれるもっ
と大きな果実に期待する。アメリカでいま広が
る、新聞社など旧来の枠を出た調査報道のプロが
NPO に集まり、ネットを主戦場にラジオ、テレ
ビ、雑誌、新聞など様々な既存メディアとコラボ
レートする非営利ニュースメディアを彷彿とさせ
る。21）ニコニコ動画の七尾功や市民運動との連係
で東電にビデオの公開を迫り、OurPlanetTV の
白石草とのコラボで映画化し、岩波書店の渡辺勝
之とともに書籍化して記録に残す。まさにマル
チメディアでスクラムを組んだ情報公開運動だっ
た。木村と宮﨑はこの一連の活動で 2013 年度の
石橋湛山記念・早稲田ジャーナリズム大賞の公共
奉仕部門奨励賞を受賞している。そして木村と宮
﨑の仕掛けは、ここまでは、見えない事故処理の
意思決定最前線を可視化したことで事故の底知れ
なさを再び印象付け、日本人の「記憶の半減期」
を引き延ばすことに貢献していた。
＜「吉田調書」報道と「記事取り消し」事件＞
　原発の事故処理過程の真実を追う朝日新聞の記
者、木村英昭は 2013 年秋、ある文書を手に入れ
た。全文 400 頁と分厚いその文書こそ、後に「吉
田調書」と呼ばれ、日本ジャーナリズム史におそ
らく残るであろう数奇な事件を招来することにな
る。
　「吉田調書」（正式には「聴取結果書」）とは政
府事故調査委員会が事故当時に福島第一原発所長
だった吉田昌郎（2013 年 7 月死去）に対して実
施した聞き取り調査の記録である。聴き取りは
2012 年の 7 月から 11 月にかけて延べ 28 時間に
わたり行われた。全電源を喪失して制御不能にな
るという、未曾有の原発事故を前に悪戦苦闘する
現場指揮官の「肉声」が記録されている。事故と
事故処理プロセスを検証する上で欠かせない第一
級の資料である。だがこの文書を政府は「非公開」
の扱いにした。東電関係者や政府関係者を含む他
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の 771 人の「聴取結果書」も同様に公開されなかっ
た。
　数奇な運命を招来したのは朝日新聞 2014 年
5 月 20 日付朝刊の一面トップに構えられた記事
だった。「吉田調書」を入手したことを伝える記
事で、紙面の横に張り出した見出しには「所長命
令に違反　原発撤退」とあった。2011 年 3 月 15
日早朝、福島第一原発 2 号機ではベントができず、
前夜から高まる原子炉内の圧力を下げられないた
め、原子炉への注水ができない膠着状態が続いた。
最悪、格納容器の爆発と大量の放射能放出も覚悟
した吉田所長は 15 日朝 6 時すぎに「大きな衝撃
音」を聞くと、前夜から計画していた通りに所員
を第二原発に避難させる準備を実行に移した。と
ころが吉田所長がいた免震重要棟の緊急時対策本
部では放射線量が上がらなかった。ここで吉田所
長は指示・命令を変更した。つまり、すでに移動
準備に取り掛かっていた所員に、第二原発ではな
く、すぐに事故対応に戻れる第一原発周辺の線量
の低い場所に一時退避することを「命令」した。
ところが所員の 9 割にあたる 650 人がそれに反
して約 10 キロ離れた第二原発に移動した、と指
摘したのである。
　福島原発事故最大の危機に際して東電が「撤退」
した問題を、事故後 3 年越しで追ってきた木村と
宮﨑が放った渾身の大スクープであった。
「原発事故では現場にパニックが起こり、作
業員たちが逃げ出すこともあるのだ」
　筆者も記事を読み、あらためて人智が及ばない
事故の深淵を垣間見る思いをした。
　ところが記事掲載から約 4 か月が経った 9 月
11 日、事態は思わぬ展開を見せた。朝日新聞社
の木村伊量社長（当時）が突然記者会見を開き、
記事を「取り消し」たのだ。記事は木村社長から
「間違いだった」と批判され、幻のスクープとなっ
た。何が起こったのか、記事掲載後の動きを時系
列で整理してみる。
① 2011 年 5 月 21 日　東電の広瀬直己社長が
衆院経済産業委員会で従前どおり「撤退はな
かった」として報道内容を否定。
②同年 6 月以降、ノンフィクション作家の門田
隆将が朝日の報道を批判するブログを掲載、
門田は生前、吉田所長にインタビューしたと
いう。
③同年 8 月、産経新聞や読売新聞などが独自に
「吉田調書」を入手したと報道。「（読んでみ
ると）調書には違反も、全面撤退も書かれて
いない」と朝日新聞の報道への反論を展開し
た。
これに対して朝日新聞は当初は「記事は正しい」
という姿勢を堅持した。批判するジャーナリスト
やメディアに抗議文を送り、抗議した事実は紙面
でも公表していた。ところが、9 月 11 日に開か
れた記者会見では一転して木村伊量社長が「『命
令違反で撤退』を取り消す」と発言、「謝罪」し
たのである。
　社長のこの不可解な行動の背景には、見落とし
てはならない出来事が二つあった。
　一つは記者会見のおよそ 1 か月前の 8 月 5、6
日に紙面で「過去の従軍慰安婦報道の誤り」の検
証結果を発表したことである。このとき検証紙面
で「謝罪」をしなかったために、
「長年誤報を放置して国際社会における日本
の名誉を貶しめたことへの反省が足りない」
と批判にさらされた。二番目の出来事は、朝日の
対応を批判するジャーナリスト池上彰氏の 9 月 2
日のコラム記事を不掲載にして、広く世論の批判
を浴びたことである。9 月 11 日の木村社長によ
る「吉田調書」の記事取り消しと「謝罪」は、こ
の二つの失策が重なって追い込まれた末の、窮余
の策であったといわれる。22）
　木村社長は記者会見で「吉田調書」報道につい
て、「①記者の思いこみがあった②社内でチェッ
ク機能が働かなかった」ことの 2 点を挙げ、関係
者を厳正に処分すると語り、社外の識者からなる
第三者機関である PRC（報道と人権委員会）23）
に検証を委ねた。そして「取り消し」会見から 2
カ月後の 11 月 12 日、PRC は「記事取り消し」
は「妥当」との「見解」を報告し、「報道は（現
場作業員などの）裏づけ取材がなく、公正で正確
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な姿勢に欠けた」と指摘した。その直後、木村社
長は辞意を表明。11 月の末には、「吉田調書」を
スクープした記者たちの懲戒処分 24）が発表され
た。
　朝日の木村記者たちの報道がつまづいた原因
は、「命令違反」「撤退」という「吉田調書」で吉
田所長が使っていない言葉を選択して 3 月 15 日
早朝にあった所員の第二原発への退避をフレーム
アップしたことで、「あたかも所員が命令を無視
して逃げたかのような印象を与えた」とする批判
を招いたことにあった。ネットや保守系の新聞・
雑誌に感情的な非難が集中したのである。
　たとえば産経新聞 8 月 18 日朝刊で門田隆将
は「朝日は事実を曲げてまで日本人をおとしめた
いのか」と主張し、読売新聞 8 月 30 日朝刊には
「命かけて作業した」「逃亡報道悔しい」という第
一原発所員の談話が掲載された。朝日の記事が電
子版で英語訳もされ、ニューヨーク・タイムスは
じめ海外の主要紙が引用して一斉に報じていたこ
とが、この感情の嵐を激化させた。「慰安婦報道」
問題とも絡みあってナショナリズム的な「朝日
バッシング」は高揚し続け、次第に朝日の経営・
編集幹部は抗しきれなくなっていった。そして社
内調査を実施して、木村たちが当時第一原発にい
た所員たちから報道を裏付ける証言を得ていない
弱点を見つけ、それを口実にして「誤報」のレッ
テルを張ったのである。
　しかし後述するように、こうした朝日の記事取
り消し措置については弁護士やジャーナリストら
から、「記事の見出しに誇張や配慮に欠ける点は
あったにしても、取り消さなければならないほど
の間違いではなかった」との異論が出されている。
　そもそも朝日新聞が 5 月 20 日の記事本文でど
のように吉田証言を引用しているかを見てみる。
「本当は私、2F に行けと言ってないんですよ。
福島第 1 近辺で、所内にかかわらず、線量が
低いようなところに一回退避して次の指示を
待てと言ったつもりなんですが、2F に着い
た後、連絡をして、まずは GM から帰って
きてということになったわけです」
　記事はこの発言と、東電のテレビ会議で吉田所
長が同様な発言をしていたことを記録した東電の
内部文書を根拠に「命令」に「違反」し、「所員
の 9 割にあたる 650 人が」「撤退した」と報じた。
そして 2 面の「解説」では「政府事故調は報告書
に一部を紹介するだけで、多くの重要な事実を公
表しなかった」と批判、「東電もまたこの事実を
隠ぺいしてきた」と断じた。
　ところが、この「命令違反で撤退」という事実
認定に対し PRC は「吉田調書」にありながら朝
日の記事では省かれた前後の語句をあげて疑問符
を付けている。「ここが伝言ゲームのあれなとこ
ろ」という言葉と「よく考えれば 2F に行った方
がはるかに正しいと思った」という言葉だ。PRC
はこの省かれた二つの言葉から、「指示が的確に
伝わらなかったとの吉田氏の認識や、指示が適切
でなかったとの吉田氏の反省を示している」と解
釈し、吉田氏は「命令違反で撤退があった」とは
認識していなかったと認定した。産経、読売およ
び朝日新聞上層部の判断とまったく同じであっ
た。
　だが次の 2 点を考える必要がある。①東電の社
員としてバイアスを受ける吉田氏の証言がすべて
真実であるとは限らない②仮に吉田氏がそう認識
していたからといって、それだけで「命令」への「違
反」がなかったとは言い切れないのではないか。
　PRC が記事は「誤謬」と認定するためには欠
かせない作業があったはずだ。それは木村記者た
ちが「命令違反で撤退」と書いた根拠を否定する
ことである。もちろんジャーナリズムの作法とし
ては現場作業員への裏付け取材はなくてはならな
い。裏付け取材によって事実認識の幅が広がるこ
ともある。だがないからといってそれだけで記事
を「取り消す」ほどの「誤謬」があったとするこ
とはできない。木村記者たちには他の「裏付け」
があり、その説得力についても検討がなされる必
要があるからだ。
　PRC 見解に異議を申し立てた記者会見が 11 月
17 日に東京都内であった。会見者はこれまで原
発事故情報の公開を請求してきた海渡雄一弁護士
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らであった。その主張の核心を次に紹介しておく。
「朝日新聞の記者は柏崎刈羽原発の所員が東
電のテレビ会議のやり取りを記録した『柏崎
刈羽メモ』の中で吉田氏が『構内の線量の低
いエリアで退避すること』と指示を出し、東
電のプレスリリースも『一時的に同発電所の
安全な場所などへ移動』としていること、さ
らに記者会見で東電が第二原発への 650 人退
避の事実を知りながら隠ぺいしたことなど他
の証拠と『吉田調書』を突き合わせた上で、『命
令に違反して撤退』の事実認定をした。PRC
は見解にそれを記していながら、その内容の
分析も考察もなしに『記事は誤り』とした。
このような検討姿勢はとても公正とはいえな
い」
　筆者はこの一連の朝日バッシングをへて、「吉
田調書」報道が単なる「誤報」事件にすり替えら
れたことで、日本人の福島原発事故に関する「記
憶の半減期」はかなり短縮されたと考えている。
それはこの騒動で読者の関心は朝日新聞社の迷走
に移ってしまい、当初政府は公開しようとしな
かったが報道によって公にされた「吉田調書」そ
のものや、その読み解きによって解明される事故
の真相への関心が薄れてしまったからだ。さらに
言えば、木村や宮﨑が問題提起したこの事故の全
体像をとらえる上でもっとも本質的なことが、再
び忘却の闇に引き戻されてしまった。5 月 20 日
の朝日新聞 2 面の最後にはこう書かれていた。
「吉田調書が残した教訓は、過酷事故のもと
では原子炉を制御する電力会社の社員が現場
からいなくなる事態が十分に起こりうるとい
うことだ。その時、誰が対処するのか。当事
者ではない消防や自衛隊か。特殊部隊を創設
するのか。それとも米国に頼るのか。現実を
直視した議論はほとんど行われていない。自
治体は何を信用して避難計画を作ればよいの
か。その問いに答えを出さないまま、原発を
再稼働して良いはずはない。」
　しかしこの暗澹たる顛末にも関わらず、実は木
村と宮﨑は結果的に政府に「吉田調書」の全文と
当時の菅首相はじめ閣僚や首相補佐官、東電や関
連企業の作業員、福島県知事、福島県職員、原子
力安全・保安院次長、大熊町長など 210 名（2015
年 2 月 3 日現在）の「聴取結果書」も公開させた。
その点で「東電テレビ会議映像」の公開に続く大
仕事を果たしたといえる。
　「記者失格」のレッテルを張られそうになり、「非
国民」とまで言われそうであった彼らが、最悪の
原発事故を起こした日本社会にとって未来への教
科書になるかも知れない掛け替えのない宝をもた
らした。そのことをいまジャーナリストや法律家
などこの国の知識人たちが冷静に評価し、朝日新
聞に「記事取り消し」の取り消しと懲戒処分の撤
回を求める運動を始めている。25） また様々な専門
家が「吉田調書」をはじめ公開された「聴取結果
書」を読み、あらためて福島原発事故の知られざ
る実像に迫ろうとしている。「悪貨に駆逐されか
かった良貨」がしたたかに生き延び、社会の再生
の芽となることに期待したい。
おわりに
　福島原発事故からもうじき 4 年になろうとする
2014 年の暮れに書かれた本稿は、これまで社会
的に議論を呼んだ 4 つのテーマ、放射能汚染、「自
主避難」、人体への影響、事故プロセスの検証に
ついて、主にテレビ、新聞がどのような報道をし
てきたか、そこに結果として世の中の人々の関心
の希薄化につながるようなメディア内外からのバ
イアス（圧力）はあったのか、なかったのか検証
してきた。本稿は結局、学術的な検証作業という
よりは、筆者やジャーナリストの仲間たちがこの
4 年に経験し、見聞きし、伝えた事柄の記録作業
であった。だがそこから曲折した川のような流れ、
物語が見えてきたように思う。
　手前みそのようだが、福島原発事故のメディ
ア報道における初動はテレビの現前性、同時性
が生かされた「放射能汚染された福島の実況中
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継」、すなわち『ETV 特集　ネットワークでつく
る放射能汚染地図』のインパクトで始まった。や
がて被災地を歩いて知られざる実話を綴る朝日
新聞の連載「プロメテウスの罠」が続き、「金縛
り」が解けて正気を取り戻したメディアの攻勢が
少なくとも 1 年は続いた。誰もがもはや「原子力
ムラ」の影におびえず、粛々と原発事故後の福島
を取材していた。だが 2012 年が明けてから沈黙
していた「原子力ムラ」の反撃が始まり、テレビ
は次第に失速していった。「自主避難」、人体への
影響といった被災者の生活に密着しながらも政府
の「除染と帰還」政策とつながった保健行政との
葛藤を抱えたテーマにテレビは及び腰となり、新
聞や OurPlanetTV、月刊誌『世界』や DAYS 
JAPAN などの中小メディア、フリーランスの
ジャーナリスト、お笑い芸人だが専門家並みの科
学的知識を持つ、おしどりマコなどにトップラン
ナーの座を譲った。
　高度の専門性と取材力を要する事故プロセスの
検証は、NHK、朝日新聞など大手メディアが担っ
てきた。だが 2014 年になってまず前半で NHK
の会長人事、経営委員人事に政権の影響力が働き、
後半で朝日新聞が政権と親和性の高い保守メディ
アの「朝日バッシング」に屈した。それは原発の
再稼働を目指す現政権にとって好ましいメディア
状況の展開であったかも知れない。そして特定秘
密保護法が施行されたいま、原発関連情報がセ
キュリティに関わるという理由で非公開とされる
ことが懸念され、それに「不正に」アクセスする
ジャーナリストは逮捕されるリスクを負うことに
なる。問題なのは「不正に」を認定するのが政府
であることだ。「吉田調書」は朝日のスクープが
もう少し遅れたら、永遠に陽の目を見なかったか
も知れない。
　本稿で、当初目指したように「記憶の半減期」
が操作されている実態が十分にとらえられたかど
うかは読者の判断に委ねたい。考えてみると「記
憶」とは様々な情報や浸食力のある他のイメージ
で打ち消されたり、逆に強められたり、回帰して
きたりする「生き物」のようなものである。物理
的半減期という絶対の基準がある放射能でも、そ
の放射性物質が移動することで環境的、あるいは
生態的には異なる様相の放射線量の減衰、“ 半減
期の変異 ” とも錯覚する現実を生み出す。たとえ
ば除染によって表土を削り、放射能をその土地の
外へ運び出せば、その土地の環境中の放射線量は
下がって、あたかも半減期が早まったかのように
感じることになる。逆に表土を運び込まれた土地
では半減期が伸びたかのように放射線量が増えた
り、維持されたりする。
　「記憶の半減期」にもそのようなことがあるの
だろうか。除染により削られた土がどこかに移さ
れても放射能を帯び続けるように、誰かが記憶を
とり除かれても、その記憶がほかの誰かの中で生
き続けていれば、この世から無くなることはない。
　とりあえずそう信じてみる。つまり政治的操作
で圧殺されそうな大切な社会的記憶が、ジャーナ
リストや研究者（に限らないが）の手で安全にど
こかに「保存」され、状況に応じて社会に帰還す
る仕組みができれば、つまり短くなりがちな「記
憶の半減期」を逆に伸ばすことに人間の叡智が注
がれるシステムが誕生するのならば、この先絶望
や不安の虜とならずに冷静な判断をしながら生き
ることが可能かもしない。
　最後にサブタイトルに使ったフクシマという言
葉について少しだけ触れよう。
　かつて広島の被爆体験が海外に伝えられ、核の
非人道性についての人類共通の学びの場ヒロシマ
が誕生したように、フクシマとよばれる地が現れ、
歴史に名を残すことがあるのだろうか。それはヒ
ロシマの歩みを学ぶことからしかわからない。被
爆後 10 年以上、ヒロシマは隠され続けた。原爆
の被害を新聞やラジオ、雑誌に著すことは占領軍
により禁じられた。捨て置かれた被爆者たちはや
がて死者の慰霊と平和祈念の集会を開き、政府に
働きかけて被爆者援護法を勝ち取り、被爆者健康
手帳を交付されて医療費や健康管理手当や福祉を
受けられるようになるまで、数十年にわたる血の
にじむような努力を続けた。そして原爆投下国ア
メリカも含めて世界の国々に原爆の惨禍を伝え、
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各国の大使が 8 月の平和祈念式典に出席するよう
になるまで、中国新聞をはじめとする広島のメディ
ア、ジャーナリストたちが市民とともに闘った。
　福島県の浪江町はこの 12 月、4 年にわたり続
けたホールボディカウンターを使った内部被ばく
検査や甲状腺被ばく線量調査をはじめとする町民
の健康調査の結果を「浪江町健康白書」と題して
刊行した。国や県からの情報がない中で、放射性
プルームが流れる先に町民を避難誘導した失敗
が、浪江町をしてどの自治体よりも積極的な町民
の健康管理に駆り立てた。主導した町役場の担当
者は、この先、事故に責任をもつ国に働きかけ、
国が責任をもって健康管理に動くよう説得する。
彼らの視線の先にはヒロシマが見えているはず
だ。
　福島はフクシマになるのか。福島で取材する
ジャーナリスト一人一人が、いまだ故郷に帰れず、
心の傷が癒えぬまま暮らす被災者たちを訪ねなが
ら、自らに問い続けなければならない。この先、
どんなに原発報道への逆風が強くなろうとも。ど
んなに「記憶の半減期」の操作がなされようとも。
注
1） 例えば増田秀樹「『記憶の半減期』の短さに
あ ら が い、 福 島 の 原 発 事 故 を 伝 え 続 け る 」
『Journalism』2014 年 6 月号
2） 例えば 2014 年 3 月 8 日放送の『NHK スペシャ
ル　避難者 13 万人の選択～福島　原発事故から
3 年』は福島県内の平均視聴率は 10.9％であっ
たが、東京は 4.9％だった。
3） 3 節で述べるように 2012 年 1 月に『追跡！真相
ファイル　低線量被ばく・揺らぐ国際基準』（2011
年 12 月 28 日放送）に関する抗議文が NHK 会
長に届いた。それから 2 年 10 か月後の 2014 年
9 月 11 日には朝日新聞社長が記者会見を開き、
同年 5 月 20 日に同紙が報道した「吉田調書」の
記事が間違いであったとして謝罪し、記事取り消
しと関係者の処分を言明した。11 月末、社長の
辞任と関係者の懲戒処分が発表された。
4） ETV 特集は現在は毎週土曜日の 23 時から E テ
レで放送されている。
5） 2014 年度は 2 月 20 日までに 7 本の原発関連番
組が放送された。
6） 2011 年 3 月 15 日 NHK では報道局長名で全部
局長にあて「原発周辺の避難指示地域には引き
続き立ち入らないし取材はしない」「20 ～ 30km
の地域では、国の指示に従って屋内退避し新たな
取材などには入らない」などとする通達が出さ
れた。筆者と ETV 特集取材班はこの通達を守ら
ず 3 月 16 日に原発から 2.5 キロの地点まで入り、
その後も屋内退避地区への取材を続けた。
7） 2014 年 1 月 25 日、籾井勝人 NHK 会長は就任
直後の記者会見で、従軍慰安婦問題について「ど
この国でもあったこと」と述べ、特定秘密保護法
について「通っちゃったんで、言ってもしょうが
ない」、そして政府が国際放送で領土問題におけ
る日本の立場を主張するよう求めていることに
ついては「政府が右と言ってることを左と言うわ
けにもいかない」と発言した。
8） 東電は 2012 年 2 月、事故発生時に「自主的避難」
等対象地域（福島市、二本松市、伊達市、本宮
市、桑折町、国見町、川俣町、大玉町、郡山市、
須賀川市、田村市、鏡石町、天栄村、石川町、玉
川村、平田村、浅川町、古殿町、三春町、小野町、
相馬市、新地町、いわき市のうち避難等対象地域
を除く地域）に生活の本拠としての住居があった
人で、18 歳以下だった人、妊娠していた人には
定額として一人当たり 40 万円、それ以外には 8
万円支払うとした。さらにそこから「自主避難」
した事故当時 18 歳以下だった人、妊娠中だった
人には一人当たり 20 万円を追加支払いした。ま
た同年 12 月、追加費用分 4 万円の支払いを認め、
さらに福島県南地域（白河市、西郷村、泉﨑村、
中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、鮫川村）、
宮城県丸森町に住み続ける人の中で 18 歳以下あ
るいは妊娠していた期間のある人に限り、定額 4
万円の一時金と追加費用として 4 万円の支払い
を認めた。
 http: / /www.tepco.co . jp /cc /press /2012/ 
120022803-j.html
9） 正式名称は『東京電力原子力事故により被災した
子どもをはじめとする住民等の生活を守り支え
るための被災者の生活支援等に関する施策の推
進に関する法律』
10） いわゆる「チェルノブイリ法」とはウクライナの
場合、事故から 5 年後の 1991 年 7 月 1 日に施
行された二つの法律「チェルノブイリ事故による
放射能汚染地域の法的扱いについて」と「チェル
ノブイリ原発事故被災者の定義と社会保護につ
いて」の総称。
　 　事故による放射能汚染地域を「年間 1 ミリシー
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ベルト以上の被ばくをもたらし得る領域」と定義
し、住民に対し放射線防護と正常な生活を保障す
るための対策が実施されるとしている。妊婦の移
住の権利が認められる年間 0.5 ミリシーベルト以
上の放射能管理強化ゾーン、年間 1 ミリ以上の
移住権利ゾーン、年間 5 ミリ以上の移住義務ゾー
ン、そして 1986 年の事故直後にすでに避難済み
の特別規制ゾーンと 4 段階の区分けがされてい
る。汚染地帯に住み続ける住民の毎年の健康診
断、医療の無料化、サナトリウムへの旅行などの
健康を守る措置、公共料金や家賃の割引や公共交
通機関の無料化などの生活保護措置、移住希望者
に対する新しい家、仕事の提供、喪失財産の補償
などの措置をとることが盛り込まれている。
 参考：「ウクライナでの事故への法的取り組み」
オレグ・ナスビット、今中哲二 1998　
 http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/NSRG/Chernobjl/ 
saigai/Nas95-J.html
11） 『ETV 特集　原発事故・国家はどう補償したのか
　～チェルノブイリ法 23 年の軌跡～』（2014 年
8 月 23 日放送　ディレクター：馬場朝子、山口
智也、取材：石原大史ほか）
12） 日野記者は「子ども被災者生活支援法」の指針の
制定を求め交渉に来る市民団体に対し、ツイッタ
―で「左翼のクソども」などの暴言を吐き続けた
人物が復興庁の参事官であることを尾行調査な
どの末に特定、その問題行動の実態をスクープし
た。
 （日野行介『福島原発事故　被災者支援政策の欺
瞞』岩波新書 2014 より）
13） 県民健康調査「甲状腺検査（先行検査）」結果概
要｛暫定版｝2014 年 12 月 31 日までの集計（福
島県 HP より）2014 年 4 月からは 2 巡目にあ
たる「本格検査」が始まったが、12 月 31 日ま
でに受診したのは 106,068 人、全体の 48.6％と
いう低率であった。だが 8 人に新たに甲状腺ガ
ンが発見され、そのうち 5 人は 1 巡目の検査で
は嚢胞も結節もない A1 判定、残り 3 人も嚢胞
20mm 以下、結節 5mm 以下の A2 判定であった。
14） 2014 年 12 月 26 日、『NHK スペシャル　シリー
ズ東日本大震災　38 万人の甲状腺検査～被ばく
の不安とどう向き合うか～』が放送され、福島県
の甲状腺検査の受診率が 2 巡目は低調なことが
伝えられ、その理由として、検査に対する住民の
不満と不信、放射線の影響を意識することに疲れ
た住民の意識の変化を上げた。
15） 映像報告『チェルノブイリ 28 年目の子どもたち
～低線量被ばくの現場から』2014 年
16） この番組に対しても前述の『追跡！真相ファイ
ル』に対して「抗議と要望」の手紙を送った原子
力科学者・技術者たちが「科学的、技術的な事実
認識の誤り」を指摘する手紙を 2015 年 2 月 1 日
付で NHK 会長に送り、同時に BPO に「審理願
い」を提出した。
17） 『NHK スペシャル 東海村臨界事故への道』（2003
年 10 月 11 日 放送　ディレクター 七沢潔、制作
統括 桜井均ほか）、七沢潔『東海村臨界事故への
道～払われなかった安全コスト』岩波書店 2005
18） ななおこう　1997 年設立の日本の IT 企業・株
式会社ドワンゴ（2014 年 10 月 KADOKAWA
と経営統合）に所属。一般登録者数 3000 万人を
超す日本最大級の動画投稿サイト「ニコニコ動
画」の事業本部政治担当部長。東電記者会見の中
継などで、ユーザーのメールを代読する人として
知られる。
19） きむらひであき　1968 年生まれ。朝日新聞記者。
福岡勤務時代、炭鉱や水俣病事件を取材、原田正
純医師と出会う。3.11 後は 2012 年度日本新聞
協会賞を受賞した連載「プロメテウスの罠」取
材班としてシリーズ「官邸の 8 日間」を手がけ、
後に『検証・福島原発事故　官邸の 100 日間』（岩
波書店 2012）を著す。
20） みやざきともみ　1964 年生まれ。バブル期の 2
年間住友銀行に在籍。朝日新聞記者となり水戸、
青森支局で原発・核燃料サイクル問題を取材。経
済部でトヨタ自動車、金融庁などを担当。2006
年特別報道チーム記者として電機・精密産業の偽
総請負問題に取り組み、翌年、石橋湛山記念・早
稲田ジャーナリズム大賞を共同受賞。3.11 後は
連載「プロメテウスの罠」のデスク兼ライターを
務め、2012 年度日本新聞協会賞を受賞した。
21） 例えばカリフォルニアに拠点を置く CIR（Center 
for Investigating Reporting　調査情報セン
ター）は NY タイムズ、SF クロニクル編集局長
だったロバート・ローゼンタールを代表に 70 人
のスタッフが小口や財団からの寄付で運営して
いる。カリフォルニア州の公立学校の耐震設計を
問う調査報道ではテレビの公共放送 PBS やラジ
オ、雑誌、新聞などと連携してキャンペーンを展
開、州政府に新基準を設けさせ、ピュリッツァー
賞候補になった。
22） 座談会「いまどういう事態が起きているのか　～
朝日バッシングの舞台裏と行方」（『創』2014 年
11 月号）におけるジャーナリスト青木理の発言
など。
23） 「報道と人権委員会」（PRC）は朝日新聞と朝日
新聞出版の記事に関する取材・報道で、名誉棄損
などの人権侵害、信用毀損、記者倫理に触れる行
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操作された「記憶の半減期」
七沢　潔（ナナサワ・キヨシ）
NHK 放送文化研究所
為があったとして寄せられた苦情のうち、解決が
難しいケースを審理する常設の第三者機関。現在
の委員は、早稲田大学教授（憲法）長谷部恭男、
元最高裁判事で弁護士の宮川光治、元 NHK 副
会長で立命館大学客員教授の今井義典の三氏。
24） 朝日新聞社は 12 月 5 日付で「吉田調書」の記事
を出稿した当時の特別報道部部長を停職 1 ケ月、
ゼネラルマネージャー（GM）兼東京報道局長、
ゼネラルエディター（GE）兼東京編成局長、特
別報道部次長の 3 人を停職 2 週間、取材チーム
の二人（木村と宮﨑）を減給とした。
25） たとえば 2014 年 12 月 16 日、弁護士の海渡雄
一、ルポライターの鎌田慧、早稲田大学ジャーナ
リズム教育研究所所長の花田達朗、デモクラ TV
代表の山田厚史の各氏は日本外国特派員協会で
共同で記者会見、朝日新聞社による「記事取り消
し」の取り消しと記者たちへの懲戒処分の撤回を
主張した。
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